
令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（農林水産省 経営局 農地政策課） 

項 目 名 農業経営基盤強化促進法の一部改正に伴う税制上の所要の措置 

税 目 複数税目 

要

望

の

内

容

農業経営基盤強化促進法の一部改正により農業経営発展計画制度を創設し、

当該制度を活用する農地所有適格法人の議決権要件を緩和する特例措置を設け

ることに伴い、税制上の所要の措置（本特例措置を活用する農地所有適格法人

についても、引き続き、これまで農地所有適格法人に適用されていた税制上の

措置の対象とすること）を講ずる。 

 平年度の減収見込額  － 百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 
農地を適正かつ効率的に利用する者による農地の利用の促進 

 

⑵ 施策の必要性 
近年、我が国の食料及び農業をめぐっては、国際情勢の変化等により世

界の食料需給が変動する中で、国内の農地面積の減少並びに農業従事者の

減少及び高齢化が進行していることなどから、将来にわたる国民への食料

の安定供給の確保のための対策を講ずることが急務となっている。 

このため、国内の農業生産の基盤である農地を確保し、その有効な利用

を図る観点から、農地関連制度において、確保すべき農用地の面積目標の

達成に向けた措置の強化、農地の不適切な転用の防止と適正かつ効率的な

利用の確保、地域において人と農地の受け皿となる法人経営の経営基盤の

強化による農地の有効利用の促進等の措置を講ずることとし、本年６月に

「食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図るための農

業振興地域の整備に関する法律等の一部を改正する法律」が成立したとこ

ろ。 

 

農地を所有できる農地所有適格法人については、人と農地の受け皿とし

て重要であるが、借入金比率が高いなどその経営基盤は弱く、自己資本の

充実を図るため増資を行おうとすると、農業者の出資割合が過半を占める

必要があるため、農業者の負担が大きいことが課題となっている。 

このため、本法案のうち、農業経営基盤強化促進法の一部改正において

は、農地所有適格法人による経営発展に関する計画（農業経営発展計画）

を大臣が認定する仕組みを設けた上で、その経営基盤の強化を図るため、

農業関係者以外の者の議決権割合を 1/2 未満から 2/3 未満まで緩和する特

例措置を講ずることとしたところ。 

 

農地所有適格法人が本特例措置を適用するためには、 

・認定農業者として５年以上農業経営を行っていたこと 

・地域計画に農業を担う者として位置付けられていること 

・農地の権利移転・転用、取締役の選解任を特別決議の対象とすること

で、農業の根幹となる農地の処分、業務を執行する取締役の体制変更に

ついて農業関係者の同意を必要とすること 

等の要件を満たす必要があること、また、農業経営発展計画の認定を受け

た後もその実施状況や農地の権利移転・転用を国が監督することにより、

農業関係者の決定権や農地の農業上の利用の確保を図るものとしているこ

とから、本特例措置を適用しても農地所有適格法人の性質が変わるもので

はない。 

 

 このことから、今後、本特例措置を適用する農地所有適格法人について

も、引き続き、これまで農地所有適格法人に適用されていた税制上の措置

の対象とする必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 － 

政 策 の 

達成目標 
 － 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 － 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
 － 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
 － 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
 － 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 
 － 
 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
 
 － 
 
 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 
 － 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 － 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
 
 
 － 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
 － 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
 
 － 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
 
 － 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 
 － 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 
 
 － 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
 － 
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